
（３）個々の企業・組織
・人材獲得競争の激化
⇒ 多様な人材を生かし競争力を強化する
ために必要

・従業員の人生の段階に応じたニーズへの対応
（若年層、子育て層、介護層、高齢層）
・意欲や満足度の向上 ・心身の健康の維持
・女性の活用

ワーク・ライフ・バランスとは：仕事、家庭生活、地域

生活、個人の自己啓発など、様々な活動について、

自らが希望するバランスで展開できる状態

男性も女性も、あ
らゆる世代の人
のためのもの

人生の段階に応
じて自ら希望す
る「バランス」を
決められるもの

「仕事の充実」と
「仕事以外の生
活の充実」の好
循環をもたらす

多様性を尊
重した活力
ある社会

「ワーク・ライフ・バランス」推進の基本的方向（ポイント）
－多様性を尊重し仕事と生活が好循環を生む社会に向けて－

平成１９年７月 男女共同参画会議・仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）に関する専門調査会 報告
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・ワーク・ライフ・バランスは経営戦略の
重要な柱：「明日への投資」
・中小企業にとっては特に大きな意義

なぜ今なぜ今、ワーク・ライフ・バランスが必要か？、ワーク・ライフ・バランスが必要か？

（１）個人
・仕事と家庭の両立が困難
ライフスタイルや意識の変化
両立希望に反して仕事中心になる男性
家庭責任が重く希望する形で働くのが
難しい女性

・自己啓発や地域活動への参加が困難
・長時間労働が心身の健康に悪影響

⇒ 希望するバランスの実現のため
に必要

（２）社会全体

・労働力不足の深刻化
・生産性の低下・活力の衰退
・少子化の急速な進行
・地域社会のつながりの
希薄化

⇒ 経済社会の活力向上の
ために必要

少子高齢化・人口減少時代を迎え、これまでの働き方では、個人、企業・組織、社会全体が持続可能でなくなる

地域生活

健康・休養

自己啓発

家庭生活

仕事

様々な活動を自ら

希望するバランスで展開

ワーク・ライフ・バランスが実現した姿

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の考え方の考え方
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ワーク・ライフ・バランス実現に向けた社会基盤づくり（4つの戦略）

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の方向性ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の方向性ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の方向性

◆企業の取組を社会が評価し、一層の
取組を促す

２．２．企業企業・組織・組織のの取組取組をを社会全体社会全体で後押しで後押し

◆中小企業向けのノウハウ・支援情報の

提供、相談体制の充実

取組を進める企業・組織の表彰や優遇
企業・組織の評価・格付け等

１１.. 理解の浸透・推進力強化の理解の浸透・推進力強化の

ための枠組みづくりための枠組みづくり

◆ ワーク・ライフ・バランス社会の

実現度指標の開発

◆情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した

業務効率化

◆テレワークの推進

◆情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した

業務効率化

◆テレワークの推進

４．ワーク・ライフ・バランスに関連４．ワーク・ライフ・バランスに関連
するするイノベーションの推進イノベーションの推進
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多様な人材から高付加価値を
生み出す３つのマネジメント改革

◆ワーク・ライフ・バランスに関する

啓発・情報提供の推進

３３.. 個人の多様な個人の多様な選択選択を可能にを可能に

するする支援やサービス支援やサービスの展開の展開

① 「時間管理」改革：
仕事の見直しによる効率化、従業員の
ニーズに応じた計画的な業務管理 等

②「人材活用」改革：
多能工的人材の育成、女性の積極的
育成・登用、高齢者の活用 等

③「組織の在り方」改革：
仕事・人の合理的配分・柔軟な見直し、
ワーク・ライフ・バランスを推進する組
織風土 等

◆自己診断指標の開発・普及

社会全体の取組の進捗度やその成果を把握し
課題を把握するための指標の開発

◆ワーク・ライフ・バランス推進ネットワー

クづくりの促進

経営者・管理職の「意識改革」
トップの「リーダーシップ」

◆ 求職者への企業の取組に関する

情報提供

◆多様な両立支援・再就職支援

サービスの拡充



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ワーク・ライフ・バランス社会の実現度指標のイメージ 

◇ 正社員、男性に多い長時間労働 

◇ 仕事と家庭生活の事情が調整しづらい 

◇ 非正社員は、時間の柔軟性はあるが処遇

が不安定       等 

◇ 仕事だけでなく、家庭や地域での生活も

大切にしたいが、困難 

◇ 家庭の事情で働き続けることができない

（特に女性） 

◇ 柔軟に働き方を選択したいが、生活が不

安定になる。 

◇ 高齢期も働きたいが、働く機会は限られ

る           

等 

◇ 勤務時間短縮制度の整備 

◇ 育児休業・介護休業の利用促進 

◇ 従業員の自己啓発支援 

◇ 従業員の健康支援、メンタルヘルスケア 

◇ 雇用・労働政策 

◇ 両立支援施策  等 

◇企業の競争力強化 ◇高付加価値化 ◇多様性の受容 ◇地域社会の活性化 ◇少子化の進展への歯止め  等 

◇ 少子・高齢化社会の到来 

◇ 地域社会のつながりの希薄化 

◇ グローバル化による競争激化 

◇ 技術革新の加速 

◇ 知識社会への移行 

◇ 人材不足 

＜個人の総体でみたワーク・
ライフ・バランス実現指標＞

社 会 

企 業 

個人 

＜ワーク・ライフ・バランス
社会環境指標＞ 

個 人 

様々な活動を自ら
希望するバランスで展開

多様性を尊重した活力ある社会、持続可能な社会 

仕事・働き方
・柔軟な働き方の選択 
・多様な主体の参加家庭生活 

・家族で過ごす時間の確保

・家事・育児への関わり方

地域・社会活動 
・希望する人の地域活動等

への参加 
・多様な主体の地域活動等

学習・趣味等
・学習・趣味等の時間 
・多様な主体の学習・趣味

等への参加

健康・休養
・心身の健康の保持 
・休養のための時間の確保

◇ 行動指針に盛り込まれる取

組及びそれによる社会環境

の変化など 

-５分野毎に整理- 

困難な状況 

◇ 仕事・働き方 

◇ 家庭生活 

◇ 地域・社会活動 

◇ 学習・趣味等 

◇ 健康・休養 

社会環境 

ワーク・ライフ・バランス社会実現のための３条件 

ワーク・ライフ・バランス社会実現の姿 

企業・社会へ期待される効果 

就労による経済的自立が

可能な社会 

仕事以外の時間が確保さ

れ、健康で豊かな生活が

できる社会 

多様な働き方・生き方

が選択できる社会 

直面している課題 

内閣府男女共同参画局 

ワーク・ライフ・バランス社会の指標化



ワーク･ライフ･バランス推進官民トップ会議

（議長）

・官房長官

（メンバー）
・経済界・労働界・自治体の代表者

・有識者

・関係閣僚

「働き方を変える、日本を変える行動指針」（仮称）策定作業部会

（メンバー）

・経済界・労働界の代表者

・有識者

ワーク･ライフ･バランス憲章
（仮称）を策定

「働き方を変える、日本を変える」
行動指針（仮称）を策定

経済財政諮問会議
（労働市場改革専門調査会）

男女共同参画会議
（ワーク・ライフ・バランスに関する

専門調査会）

「子どもと家族を応援する日本」
重点戦略会議

ワーク・ライフ・バランス憲章 及び行動指針 の検討体制
※ ※

※いずれも仮称


